第21回農薬レギュラトリーサイエンス研究会シンポジウム総括及び提言
（平成25年12月9日　東京農業大学　百周年記念講堂）

テーマ：農薬の残留（作物・土壌）に関する登録制度及び評価のあり方

参加者数：約190名（行政機関、植物防疫関係団体、農薬メーカー、試験機関、NPO、一般）

シンポジウムの概要：昨今、食品中の残留農薬についての報道が少なくなった反面、食中毒や食品偽装などの問題により食の安心が脅かされ、依然として食品安全について懸念される事柄が発生している。現在、農薬残留に関しては、基準値の妥当性、食品の加工時における農薬残留の実態、土壌残留による後作物への農薬汚染、急性参照量の導入等が論議されている。農薬レギュラトリーサイエンス研究会では、学問としてのレギュラトリーサイエンスの在り方を改めて再確認し、レギュラトリーサイエンスの観点から、食品加工や土壌残留経由の後作物における農薬残留を考察する目的で本シンポジウムを企画した。農産物に関しては、食品流通やTPPなど多くの問題を抱えている今、作物残留や土壌残留を話題に取り上げ、今後の食の安全について活発な意見交換が行われた。
各講演の概要：
(1) レギュラトリーサイエンスとその農薬残留基準設定への応用（農林水産省顧問：山田友紀子氏）
作物残留に関するレギュラトリーサイエンスの基本的な考え方を山田友紀子氏が解説された後、入江真理氏がその応用として国内における農薬残留基準の設定法について解説された。
レギュラトリーサイエンスとは、研究（科学的知見と規制措置とのギャップの橋渡しの研究）と行政（安全確保のための規制措置及び規制の国際調和）の二つの役割を統合したものであり、欧米では、行政にレギュラトリーサイエンスの適用が不可欠であると認識され、医薬品、食品や環境に関するリスク管理だけでなく、広い分野で適用されている。実場面では、科学技術の適用による速やかなリスクの認識、汚染の分布や程度といったハザードの把握、必要なリスク評価、リスク管理措置に伴うリスク低減効果やコスト/便益の比較、リスク管理措置による効果、新たなリスク発生の可能性が検討される。農薬登録はレギュラトリーサイエンスが最も活用されうる分野であり、また残留農薬基準設定では、残留データの分布を解析するために統計学の活用等のより科学的な推定が重要である。

(2)
レギュラトリーサイエンスとその農薬残留基準設定への応用（農林水産省消費安全局 農産安全管理課 農薬対策室：入江 真理氏）
作物残留試験と残留農薬基準の設定について、OECDの残留農薬基準算出法（カルキュレータ）を紹介し、日本の制度との比較から課題等について解説された。
OECDカルキュレータは統計学的な方法であり、残留濃度の分布を考慮し、95%タイル付近を残留基準として算出するが、基本的に8例以上の残留データを必要としている。
日本のデータ要求では、多くの作物の要求データ数は8例未満と少なく、OECDカルキュレータの適用には不都合である。現状の日本の制度は、残留データの最大値を基準値の算定根拠としており、濃度分布が考慮されていないため、最大値が同じであれば残留濃度の分布状況に関わらず同じ残留基準となるといった問題がある。
そのほか、残留濃度を農薬処理量に応じて比例計算する手法、作物グループに対して残留基準を設定する考え方等が紹介された。
山田友紀子氏及び入江真理氏の講演後、残留基準設定法など日本の制度の課題について、欧米並みに残留の例数を増やすことのコスト便益、食品の安全管理に対するリスク評価・リスク管理手法の在り方について、予定時間を超え活発に議論された。
(3) 作物残留試験の課題について－食品中残留農薬の加工調理による影響－（一般財団法人 残留農薬研究所 化学部：坂 真智子氏）
作物残留農薬の暴露評価を行うにあたって考慮する必要がある加工調理試験の実際といくつかの成果が紹介された。農薬の摂取量は、作物残留成績、加工調理による残留量の減衰データなどから精密に算出されている。調理により残留量は減衰するが、食材や調理法により一様ではない。加工調理による残留農薬の変化を加工係数（出発原料中の残留農薬濃度で各加工品及び調理品中の残留農薬濃度を除した比）から推定する仕組みが厚生労働省及び農林水産省の事業として検討されている。今回、米、小麦、大豆等の加工調理試験を行った。玄米では、精白、水洗、炊飯によって、また、小麦では小麦粉への製粉及びパンやうどん等への二次加工で残留量は減少する。現状では、農薬の物理化学的性質と加工調理による残留の減衰の間に有意な相関を得られないケースが多い。今後も暴露評価のより実態に即した手法の開発のため、加工調理試験の妥当性や手法の確立へ向けた検討が必要である。
(4) 土壌環境と農薬（（独）大学入試センター：山本 廣基氏）
農薬の土壌残留性に関し、土壌中における動態や残留を議論する場合の前提となる、土壌とは何か、土壌における動態や残留性を左右する要因等について解説された。
まず、土壌はその生成要因によってきわめて多様であり「土壌」と一言で表せるものではない。農薬の物理化学的性質（化学構造、水溶解度、土壌吸着係数等）、土壌要因（有機物含量、土性、pH、土壌微生物相等）、気象、農薬施用（施用時期、施用方法等）、ほ場管理（耕作方法、施肥、灌漑）によって農薬の土壌残留性が変動する。とくに、微生物の寄与は大きく、10aの畑土壌中に真菌類（カビ）、細菌、土壌動物が約700kgも生息しており、微生物が土壌中の物質循環の主な担い手として重要な役割を果たしている。土壌中の汚染化学物質の除去に微生物が利用される場合もあり、化学的及び生物学的観点から農地管理の効率化、作物への化学物質の移行を検討する際の有用な指標の一つである。
(5)
土壌残留リスク管理の検討とほ場試験の見直し（環境省 農薬管理室：更田 真一郎氏）
農薬環境行政の中で特に土壌残留による後作物残留問題について解説された。
土壌半減期が180日以上あるいは180日未満でも農薬使用後1年以内の後作物に農薬が一律基準を超えて残留する場合には登録が保留される。後作物残留試験では葉菜類や根菜類に残留が検出される傾向があった。日本の耕作地や農業形態の状況から後作物への残留を完全に回避することは困難であり、後作物への残留基準の設定、後作物の作付までの期間（Plant Back Interval:PBI）設定等の対策が検討されているが、まだ多くの検討課題が残されている。

(6)
後作物残留試験の課題－農薬検査部における調査研究等を踏まえて－（（独）農林水産消費安全技術センター農薬検査部：岩船 敬氏）
環境省・更田氏の講演を踏まえ、土壌中の農薬濃度や有機物含量、農薬の物理化学性と後作物中の農薬残留量の関係に関する検討について報告された。農薬側から観ると、土壌に対する吸着が弱く、土壌溶液中に分布している場合に、後作物に吸収されやすく残留量が高くなる傾向が認められたが、農薬の特性、土壌要因、作物の種類によって移行性は異なり、要因を絞った予測法の検討が必要である。
(7) 欧米における土壌残留、後作物残留規制の現状（日本農薬㈱ 研究開発本部 総合研究所：元場 一彦氏）
日本の後作物に関する規制は、土壌から後作物への移行を回避するための土壌側の管理と食品衛生法による後作物中の残留農薬濃度の管理の観点から行われているが、海外ではどのように規制されているか解説された。欧米では、後作物残留試験を実施し、最終的にPBI（前述）及び後作物残留に対する残留農薬基準を設定することで対応している。PBIの期間や残留農薬基準設定の組合せに種々の条件があるが、実態に合わせた実用的な対策が取られている。
シンポジウムの総括及び提言：

1． 農薬に係るリスク評価及びリスク管理にレギュラトリーサイエンスが実際にどの程度活用されているか判断は難しい。規制の構築に際して、レギュラトリーサイエンスを意識し、規制を確定させる時点や再検証する際に一時立ち止り、改めてレギュラトリーサイエンスを念頭において考察することが推奨される。
今後の研究会として検討すべき課題は、予防原則からの判断とレギュラトリーサイエンスによる判断の関係をリスク評価及びリスク管理の観点から整理しながら討論し、その内容をリスク評価機関、リスク管理機関に何らかの形で提言する。
2． 残留農薬に関する日本の食品管理の最終的な出口は、食品衛生法の残留農薬基準にある。残留農薬基準は、農薬取締法の下で登録された農薬の使用基準に基づいて使用された場合の農薬残留量に従って設定される仕組みとなっている。農薬取締法及び環境省の告示では、農薬は長期に土壌中に残留してはならないこと、後作物に土壌中の農薬が移行してはならないことが基本的な考え方となっている。
しかし、限られた農用地が経年的に使用され、時として後作物への農薬残留が認められること、食品衛生法では農薬残留量が基準を超えて認められた場合には流通禁止（＝回収、廃棄）とされる規定があることから、食品として何ら問題ないと思われる農作物が利用されずに捨てられている。この問題に関しては、農林水産省、環境省、厚生労働省がいわゆる縦割り所管しているため、対応は容易でないが、食品の有効活用、TPP、農業後継者、農業の国際競争など多くの問題を考慮すると、一日も早い対策が必要である。
後作物への残留農薬の移行を、ヒト健康の維持を担保するレベルで是として、残留農薬基準を整備し、不要な食品廃棄を回避するような視点で規制を再検証することも必要である。それこそ、レギュラトリーサイエンスの観点で。
（作成日：平成26年10月13日　文責：農薬レギュラトリーサイエンス研究会）
